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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第64期

第１四半期連結
累計(会計)期間

第63期

会計期間

自平成20年
４月１日
至平成20年
６月30日

自平成19年
４月１日
至平成20年
３月31日

売上高（千円） 9,664,572 70,438,641

経常利益又は経常損失（△）

（千円）
△138,289 1,214,640

四半期純損失（△）又は当期純利

益（千円）
△136,269 902,317

純資産額（千円） 21,499,787 23,576,064

総資産額（千円） 67,223,036 62,984,394

１株当たり純資産額（円） 294.28 307.15

１株当たり四半期純損失（△）又

は当期純利益（円）
△1.91 12.61

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益（円）
－ －

自己資本比率（％） 31.3 34.9

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△1,922,422 5,957,377

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
2,204,464 148,777

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△79,884 △3,674,901

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円）
5,453,370 5,381,022

従業員数（名） 813 923

　（注）１　当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載していま

せん。

　　　　２　売上高には、消費税等は含まれていません。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存在

しないため記載していません。

　      ４　潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載していません。

EDINET提出書類

北野建設株式会社(E00175)

四半期報告書

 2/22



２【事業の内容】

  当第１四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。　

　

３【関係会社の状況】

　前連結会計年度まで連結子会社であったゴルフ場事業における木曽高原開発㈱、ホテル事業におけるキタノアーム

スコーポレーション及びハクバイインクの３社につきましては、実質支配力が無くなったため、当第１四半期連結会

計期間から持分法適用の関連会社としています。

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

　 平成20年６月30日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（名）

建設事業 582 （－）

開発事業 3 （－）

ゴルフ場事業 15 （10）

ホテル事業 191 （14）

広告代理店事業 22 （－）

合計 813 （24）

　（注）１．従業員数は就業人員数です。

２．従業員数欄の(外書)は臨時従業員の当第１四半期連結会計期間の平均雇用人員です。　

３．従業員数が前連結会計年度末に比べ110名減少していますが、その主な理由は、前連結会計年度まで連結子会

社であったゴルフ場事業における木曽高原開発㈱、ホテル事業におけるキタノアームスコーポレーション及

びハクバイインクの３社に対する実質支配力が無くなったため、当第１四半期連結会計期間より持分法適用

の関連会社としたことによる減少139名です。　

(2）提出会社の状況

　 平成20年６月30日現在

従業員数（人） 585 （－）

　（注）　従業員数は就業人員数です。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

　当社グループが営んでいる事業の大部分を占める建設事業及び開発事業では生産実績を定義することが困難であ

り、建設事業においては請負形態をとっているため販売実績という定義は実態にそぐいません。

　また、当社グループにおいては建設事業以外では受注生産形態をとっていません。

　したがって受注及び販売の状況については「３　財政状態及び経営成績の分析」における各事業の種類別セグメン

トの業績に関連付けて記載しています。

　当社グループは、建設事業以外では受注生産形態をとっていないため、連結ベースでの事業別受注・売上・繰越高の

状況は作成していません。

　なお、提出会社単独の事業の状況は、以下のとおりです。

　  １.建設事業部門

(1）受注工事高、完成工事高、繰越工事高

期別 区分
期首繰越工事高
（千円）

期中受注工事高
（千円）

計
（千円）　

期中完成工事高
（千円）

期末繰越工事高
（千円）

 当第１四半期累計期間

 

（自平成20年４月１日

　　至平成20年６月30日）

建築工事 63,859,909 11,294,731 75,154,640 7,287,841 67,866,799

土木工事 12,172,538 580,830 12,753,368 1,798,209 10,955,159

計 76,032,447 11,875,561 87,908,008 9,086,050 78,821,958

前事業年度

 

（自平成19年４月１日

　　至平成20年３月31日）

建築工事 37,360,086 75,039,401 112,399,487 48,539,578 63,859,909

土木工事 11,126,345 10,912,944 22,039,289 9,866,751 12,172,538

計 48,486,431 85,952,345 134,438,776 58,406,329 76,032,447

　（注）上記金額には消費税等は含まれていません。

　　　　１　前事業年度以前に受注した工事で契約の変更により請負金額の増減がある場合、期中受注工事高にその増減額を

含めています。したがって、期中完成工事高にもかかる増減額が含まれます。

２　期末繰越工事高は（期首繰越工事高＋期中受注工事高－期中完成工事高）に一致します。

　

(2）受注工事高

期別 区分 官公庁（千円） 民間（千円） 合計（千円）

当第１四半期会計期間

自　平成20年４月１日

至　平成20年６月30日

建設工事 569,651 10,725,080 11,294,731

土木工事 187,659 393,171 580,830

計 757,310 11,118,251 11,875,561

（注）　上記金額には消費税等は含まれていません。

　

　　　(3）完成工事高

期別 区分 官公庁（千円） 民間（千円） 合計（千円）

当第１四半期会計期間

自　平成20年４月１日

至　平成20年６月30日

建設工事 240,451 7,047,390 7,287,841

土木工事 911,895 886,314 1,798,209

計 1,152,346 7,933,704 9,086,050

　（注）上記金額には消費税等は含まれていません。

　　　　１　当第１四半期会計期間において完成工事高総額に対する割合が100分の10以上の相手先はありません。

２　建設事業の完成工事高は、その計上時期が第４四半期連結会計期間に集中する傾向があり、第１四半期連結会

計期間の計上額が相対的に少なくなるという季節的要因があります。
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(4）繰越工事高（平成20年６月30日現在）

区分 官公庁（千円） 民間（千円） 合計（千円）

建設工事 7,957,840 59,908,959 67,866,799

土木工事 7,315,097 3,640,062 10,955,159

計 15,272,937 63,549,021 78,821,958

　（注）　上記金額には消費税等は含まれていません。

　

２．開発事業部門

(1）売上高

区分

当第１四半期会計期間
自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日

件数 金額（千円）

土地 － －

建物 － －

賃貸不動産収入 9 34,893

その他 3 18,832

計 12 53,725

　（注）上記金額には消費税等は含まれていません。
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２【経営上の重要な契約等】

    　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

　

３【財政状態及び経営成績の分析】

(1）業績の状況

　      当第１四半期連結会計期間における我が国経済は、エネルギー・原材料価格高騰の影響を受け、減速局面にありま

す。企業の業況感も慎重化しており、景気を下支えしてきた設備投資も鈍化しつつあります。

　かかる状況下におきまして、当社グループの当第１四半期連結会計期間における連結売上高は96億６千５百万円と

なりました。損益面につきましては、営業損失が５千２百万円、経常損失が１億３千８百万円、四半期純損失が１億３

千６百万円となりました。

　事業の種類別セグメントの業績は次のとおりです。

①建設事業　　　　　　　建設事業は、工事の完成時期が年度後半に集中する傾向があります。当第１四半期連結会計期間

におきましては、完成工事高90億８千６百万円、営業損失２千８百万円となりました。

②開発事業　　　　　　　開発事業におきましては、当第１四半期連結会計期間中に開発案件の完成が無かったため、主に

賃貸不動産収入により売上高５千４百万円、営業損失１千１百万円となりました。

③ゴルフ場事業　　　　　ゴルフ事業におきましては、前連結会計年度まで連結子会社であった木曽高原開発㈱が、当第

１四半期連結会計期間より持分法適用の関連会社となったため、川中嶋土地開発㈱１社

による売上高は９千７百万円、営業利益０百万円となりました。

④ホテル事業　　　　　　ホテル事業におきましては、前連結会計年度まで連結子会社であったキタノアームスコーポ

レーション及びハクバイインクの２社が、当第１四半期連結会計期間より持分法適用の

関連会社となったため、ソロモンキタノメンダナホテルリミテッド及びウェスタンサモ

アキタノリミテッドの２社による売上高は９千９百万円、営業損失２千１百万円となり

ました。

　　　⑤広告代理店事業　　　　広告代理店事業におきましては、同業他社との受注競争が引き続く中、売上高は３億６千３百万

円、営業利益９百万円となりました。

　

(2）キャッシュ・フローの状況

　当第１四半期連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」といいます。）は54億５千３百万円とな

り、前連結会計年度末に比べ７千２百万円の増加となりました。

　当第１四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりです。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　　　　営業活動による資金の減少19億２千２百万円の主な内訳は、未成工事支出金等の増加により資金が76億１千２百万円

減少し、未成工事受入金の増加により資金が67億２千８百万円増加したためです。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　　　　投資活動による資金の増加22億４百万円の主な内訳は、貸付金の回収により資金が20億５千６百万円増加したためで

す。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　　　　財務活動による資金の減少８千万円の主な内訳は配当金の支払により資金が５億７千２百万円減少し、短期借入金の

増加により資金が４億９千７百万円増加したためです。

 

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

　　当第１四半期連結会計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに

生じた課題はありません。

(4）研究開発活動

　当第１四半期連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、10,719千円です。

　なお、当第１四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2）設備の新設、除却等の計画

  当第１四半期連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変

更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 200,000,000

計 200,000,000

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成20年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成20年８月12日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 78,368,532 78,368,532
東京証券取引所

（市場第一部）
－

計 78,368,532 78,368,532 － －

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

（３）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

　

　

　

　

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額
（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成20年４月１日～
平成20年６月30日 － 78,368,532 － 9,116,492 － －

（５）【大株主の状況】

　大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握していませ

ん。　
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（６）【議決権の状況】

　　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成20年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしています。

①【発行済株式】

　 平成20年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）

普通株式

（自己保有株式）

6,544,000

普通株式

（相互保有株式）

602,000

－

権利内容に何ら限定

のない当社における

標準となる株式

完全議決権株式（その他）（注）
普通株式

70,005,000
70,002 同上

単元未満株式
普通株式

1,217,532
－ 同上

発行済株式総数 78,368,532 － －

総株主の議決権 － 70,002 －

　（注）　完全議決権株式（その他）の中には、株主名簿上は当社名義になっていますが、実質的に所有していない株式　　

3,000株が含まれています。これらによる議決権３個は議決権の個数の計算から除いています。

②【自己株式等】

　 平成20年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式） 　     

北野建設株式会社
長野市県町

524番地
6,544,000 － 6,544,000 8.35

（相互保有株式） 　     

株式会社アサヒ

エージェンシー

長野市問御所

1306番地１
475,000 － 475,000 0.61

木曽高原開発

株式会社

長野市県町

524番地
127,000 － 127,000 0.16

計 － 7,146,000 － 7,146,000 9.12

　（注）　この他に株主名簿上は当社名義になっていますが、実質的に所有していない株数が３千株（議決権３個）ありま

す。なお、当該株式数は上記「発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」に含まれていますが議決権の個数

の計算から除いています。
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２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成20年
４月

５月 ６月

最高（円） 230 246 246

最低（円） 211 224 220

　（注）　最高・最低株価は東京証券取引所市場第一部におけるものです。

３【役員の状況】

　　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第

14号）に準じて記載しています。

２．監査証明について

　　　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第１四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成

20年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けてい

ます。

　なお、新日本有限責任監査法人は、監査法人の種類の変更により、平成20年７月１日をもって新日本監査法人から名

称変更しています。

EDINET提出書類

北野建設株式会社(E00175)

四半期報告書

11/22



１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成20年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

資産の部

流動資産

現金預金 5,711,990 5,634,342

受取手形・完成工事未収入金等 7,085,406 7,984,804

販売用不動産 302,958 698,055

未成工事支出金 20,883,326 13,311,733

開発事業等支出金 5,341,264 5,300,463

その他のたな卸資産 ※1
 40,181

※1
 62,546

繰延税金資産 680,766 592,827

その他 5,256,070 1,229,661

貸倒引当金 △60,846 △73,284

流動資産合計 45,241,115 34,741,147

固定資産

有形固定資産

土地 7,462,718 8,216,137

その他 12,697,663 20,119,161

減価償却累計額 △6,832,674 △9,557,811

有形固定資産計 13,327,707 18,777,487

無形固定資産 58,585 634,396

投資その他の資産

投資有価証券 5,118,803 5,133,331

長期貸付金 2,929,565 3,102,611

繰延税金資産 627,001 853,488

その他 1,355,787 1,361,016

貸倒引当金 △1,435,527 △1,619,082

投資その他の資産計 8,595,629 8,831,364

固定資産合計 21,981,921 28,243,247

資産合計 67,223,036 62,984,394
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（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成20年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形・工事未払金等 17,323,926 14,893,391

短期借入金 3,500,000 4,042,871

未払法人税等 19,936 52,432

未成工事受入金 17,342,887 10,614,632

引当金 794,419 1,059,423

その他 1,334,962 835,856

流動負債合計 40,316,130 31,498,605

固定負債

退職給付引当金 517,491 547,722

役員退職慰労引当金 － 985,824

会員預り金 3,596,800 6,169,750

その他 1,292,828 206,429

固定負債合計 5,407,119 7,909,725

負債合計 45,723,249 39,408,330

純資産の部

株主資本

資本金 9,116,492 9,116,492

資本剰余金 7,425,985 7,426,006

利益剰余金 5,526,940 6,234,950

自己株式 △1,841,915 △1,840,671

株主資本合計 20,227,502 20,936,777

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 1,003,060 1,096,102

繰延ヘッジ損益 △1,335 △16,809

為替換算調整勘定 △184,160 △47,597

評価・換算差額等合計 817,565 1,031,696

少数株主持分 454,720 1,607,591

純資産合計 21,499,787 23,576,064

負債純資産合計 67,223,036 62,984,394
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：千円）

当第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年６月30日)

売上高

完成工事高 9,086,050

兼業事業売上高 578,522

売上高合計 9,664,572

売上原価

完成工事原価 8,289,520

兼業事業売上原価 405,297

売上原価合計 8,694,817

売上総利益

完成工事総利益 796,530

兼業事業総利益 173,225

売上総利益合計 969,755

販売費及び一般管理費 ※1
 1,021,580

営業損失（△） △51,825

営業外収益

受取利息 7,449

受取配当金 39,906

為替差益 23,689

会員権引取差額 18,692

その他 10,890

営業外収益合計 100,626

営業外費用

支払利息 40,724

持分法による投資損失 145,846

その他 520

営業外費用合計 187,090

経常損失（△） △138,289

特別利益

投資有価証券売却益 429,141

その他 487

特別利益合計 429,628

特別損失

販売用不動産評価損 221,333

その他 6,724

特別損失合計 228,057

税金等調整前四半期純利益 63,282

法人税、住民税及び事業税 14,700

法人税等調整額 191,024

法人税等合計 205,724

少数株主損失（△） △6,173

四半期純損失（△） △136,269
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

当第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 63,282

減価償却費 68,736

持分法による投資損益（△は益） 145,846

退職給付引当金の増減額（△は減少） 9,868

貸倒引当金の増減額（△は減少） △1,647

その他の引当金の増減額（△は減少） △535,072

受取利息及び受取配当金 △47,355

支払利息 40,724

投資有価証券売却損益（△は益） △423,294

為替差損益（△は益） △2,085

売上債権の増減額（△は増加） 838,074

未成工事支出金等の増減額（△は増加） △7,612,393

たな卸資産の増減額（△は増加） 239,466

その他の流動資産の増減額（△は増加） △4,562,073

仕入債務の増減額（△は減少） 2,574,999

未成工事受入金の増減額（△は減少） 6,728,255

その他 578,351

小計 △1,896,318

利息及び配当金の受取額 47,355

利息の支払額 △40,724

法人税等の支払額 △32,735

営業活動によるキャッシュ・フロー △1,922,422

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △191,388

有形固定資産の売却による収入 1,816

投資有価証券の取得による支出 △409,846

投資有価証券の売却による収入 770,689

貸付金の回収による収入 2,056,266

その他 △23,073

投資活動によるキャッシュ・フロー 2,204,464

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 497,007

自己株式の取得による支出 △2,350

配当金の支払額 △571,741

少数株主への配当金の支払額 △2,800

財務活動によるキャッシュ・フロー △79,884

現金及び現金同等物に係る換算差額 21,603

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 223,761

現金及び現金同等物の期首残高 5,381,022

連結の範囲の変更に伴う現金及び現金同等物の増減
額（△は減少）

△151,413

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 5,453,370
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第１四半期連結会計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

１．連結の範囲に関する事項

の変更

(1)連結の範囲の変更

　  前連結会計年度まで連結子会社であった木曽高原開発㈱、キタノアームスコーポレー

ション及びハクバイインクの３社については、実質支配力が無くなったため、当第１四

半期連結会計期間から持分法適用の関連会社とし、連結子会社より除外しています。

(2)変更後の連結子会社の数

　 ４社

２．持分法の適用に関する事

項の変更

(1)持分法適用関連会社

　① 前連結会計年度まで連結子会社であった木曽高原開発㈱、キタノアームスコーポ

レーション及びハクバイインクの３社については、実質支配力が無くなったため、当

第１四半期連結会計期間から持分法適用の関連会社に含めています。

　② 変更後の持分法適用関連会社の数

   ５社

３．会計処理基準に関する事

項の変更

（1）重要な資産の評価基準及び評価方法の変更
　たな卸資産

　　 通常の販売目的で保有するたな卸資産については、従来、主として個別法による原価

法によっていましたが、当第１四半期連結会計期間より「たな卸資産の評価に関する

会計基準」（企業会計基準第９号　平成18年７月５日）が適用されたことに伴い、主

として個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価

切下げの方法）により算定しています。

　　これにより、税金等調整前四半期純利益が、221,333千円減少しています。
　 （2）「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」の適

用
　　当第１四半期連結会計期間より、「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処
理に関する当面の取扱い」（実務対応報告第18号　平成18年５月17日）を適用して
います。
　　なお、これによる損益に与える影響はありません。

　  （3）リース取引に関する会計基準の適用

　　 所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従来、賃貸借取引に係る方法に

準じた会計処理によっていましたが、「リース取引に関する会計基準」（企業会計基

準第13号（平成５年６月17日（企業会計審議会第一部会）、平成19年３月30日改

正））及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第

16号（平成６年１月18日（日本公認会計士協会　会計制度委員会）、平成19年３月30

日改正））が平成20年４月１日以後開始する連結会計年度に係る四半期連結財務諸

表から適用することができることになったことに伴い、当第１四半期連結会計期間か

らこれらの会計基準等を適用し、通常の売買取引に係る会計処理によっています。ま

た、所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産の減価償却の方法につ

いては、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しています。

　　 なお、リース取引開始日が平成20年３月31日以前の所有権移転外ファイナンス・リー

ス取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を引き続き採用し

ています。

　　 また、この変更による損益に与える影響はありません。
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【簡便な会計処理】

　
当第１四半期連結会計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

１．固定資産の減価償却費の

算定方法

　定率法を採用している固定資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間

按分して算定する方法によっています。

 ２．法人税等の算定方法 　法人税等の納付税額の算定に関しては、加味する加減算項目や税額控除項目を重要なも

のに限定する方法によっています。

 ３．繰延税金資産及び繰延税

　金負債の算定方法

　 繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営環境等、か

つ、一時差異等の発生状況に著しい変化がないと認められるため、前連結会計年度におい

て使用した将来の業績予測やタックス・プランニングを利用する方法によっています。

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　   該当事項はありません。

　

【追加情報】

当第１四半期連結会計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

（有形固定資産の耐用年数の変更）

　当社の機械装置の耐用年数については、平成20年度法人税法の改正を契機として見直しを行い、当第１四半期連結会

計期間より改正後の法人税法に基づく耐用年数を適用しています。

これによる損益に与える影響は、軽微です。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第１四半期連結会計期間末
（平成20年６月30日）

前連結会計年度末
（平成20年３月31日）

※１　その他のたな卸資産の内訳

材料貯蔵品 12,573　千円

商品 27,608　 

※１　その他のたな卸資産の内訳

材料貯蔵品 12,340　千円

商品 50,206 

（四半期連結損益計算書関係）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額　

は次のとおりです。

従業員給料及び手当 316,938千円

賞与引当金繰入額 83,913 

役員賞与引当金繰入額 7,500 

減価償却費 49,768 

 　２　当社グループの売上高は、主たる事業である建設事業

において、契約により工事の完成引渡しが第４四半期

連結会計期間に集中しているため、第１四半期連結会

計期間から第３四半期連結会計期間における売上高に

比べ、第４四半期連結会計期間の売上高が著しく多く

なるといった季節的変動があります。

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成20年６月30日現在）

現金預金勘定 5,711,990千円　

預入期間が３か月を超える定期預金 △258,620 

現金及び現金同等物 5,453,370 

（株主資本等関係）

当第１四半期連結会計期間末（平成20年６月30日）及び当第１四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　

平成20年６月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

普通株式 78,368,532株

２．自己株式の種類及び株式数

普通株式 6,854,683株

３．新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。　

４．配当に関する事項

（決議）

株式の種類
配当金の総額

（千円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成20年６月27日
定時株主総会

普通株式 574,591 8.0  平成20年３月31日  平成20年６月30日
利益剰余

金
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

当第１四半期連結累計期間（自平成20年４月１日　至平成20年６月30日）

　
建設事業
（千円）

開発事業
（千円）

ゴルフ場事
業（千円）

ホテル事業
（千円）

広告代理店
事業
（千円）

計（千円）
消去又は全
社（千円）

連結
（千円）

売上高         

(1）外部顧客に

対する売上

高

9,086,050 53,725 96,783 97,800 330,214 9,664,572 － 9,664,572

(2）セグメント

間の内部売

上高又は振

替高

－ － 59 1,370 33,235 34,664 (34,664) －

計 9,086,050 53,725 96,842 99,170 363,449 9,699,236 (34,664) 9,664,572

営業利益

又は営業損失(△)
△27,512 △11,296 474 △20,960 8,555 △50,739 (1,086) △51,825

　（注）１．事業区分の方法

日本標準産業分類及び連結損益計算書の売上集計区分を勘案して区分しています。

ただし、開発事業につきましては、今後の開示対象のセグメントの継続性を考慮して、開発事業等売上高より

区分しています。

２．各事業区分に属する主要な内容

建設事業：建築・土木その他建築工事全般に関する請負事業

開発事業：自社開発等による不動産販売に関する事業

ゴルフ場事業：ゴルフ場経営に関する事業

ホテル事業：ホテル経営に関する事業

広告代理店事業：広告代理店経営に関する事業　

３．ゴルフ場事業及びホテル事業における連結子会社の異動について

　前連結会計年度まで連結子会社であったゴルフ場事業における木曽高原開発㈱、ホテル事業におけるキタ

ノアームスコーポレーション及びハクバイインクの３社については、実質支配力が無くなったため、当第１

四半期連結会計期間から持分法適用の関連会社としています。

【所在地別セグメント情報】

　当第１四半期連結累計期間（自平成20年４月１日　至平成20年６月30日）において、全セグメントの売上高の合

計に占める「本邦」の割合がいずれも90％を超えているため、所在地別セグメント情報の記載を省略していま

す。

【海外売上高】

　当第１四半期連結累計期間（自平成20年４月１日　至平成20年６月30日）において海外売上高が、連結売上高の

10％未満のため、海外売上高の記載を省略しています。

（有価証券関係）

　著しい変動はありません。

　

（デリバティブ取引関係）

　著しい変動はありません。

　

（ストック・オプション等関係）

該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第１四半期連結会計期間末
（平成20年６月30日）

前連結会計年度末
（平成20年３月31日）

１株当たり純資産額 294.28円 １株当たり純資産額 307.15円

　（注）１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりです。

 
当第１四半期連結会計期間末
（平成20年６月30日）

前連結会計年度末
（平成20年３月31日）

 純資産の部の合計額（千円） 21,499,787　 23,576,064　

純資産の部の合計額から控除する金額
（千円）

454,720 1,607,591

（うち少数株主持分） (454,720) (1,607,591)

普通株式に係る四半期末（期末）の純資産額
（千円）

21,045,067 21,968,473

１株当たり純資産額の算定に用いられた四半期
末（期末）の普通株式の数（千株）

71,514 71,524

　

　

２．１株当たり四半期純損失

当第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

１株当たり四半期純損失（△） △1.91円

 

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、

１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存在しな

いため記載していません。　

　

　（注）１株当たり四半期純損失の算定上の基礎は、以下のとおりです。

　
当第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

四半期純損失（△）（千円） △136,269

普通株主に帰属しない金額（千円） －

普通株式に係る四半期純損失（△）（千円） △136,269

期中平均株式数（千株） 71,517

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成20年８月11日

北野建設株式会社

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 内山　敏彦　　

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 月本　洋一　　

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている北野建設株式会社の

平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年

６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結

キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査

法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、北野建設株式会社及び連結子会社の平成20年６月30日現在の財政状態並

びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと

信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告書提出会社)が別途保管

しています。

　　　　２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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